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2010年度予算 2011年度予算 増　減 増減率
社会保障関係費 27兆 2686億円 28兆 7079億円（40.5）1兆 4393億円 5.3％
地方交付税交付
金等 17兆 4777億円 16兆 7845億円（23.7） △6932億円 △4.0％
文教･科学振興
費 5兆5892億円 5兆5100億円（7.8） △772億円 △1.4％
公共事業関係費 5兆7731億円 4兆9743億円（7.0） △7987億円 △13.8％
防衛関係費 4兆7903億円 4兆7752億円（6.7） △151億円 △0.3％
食料安定供給費 1兆1612億円 1兆1587億円（1.6） △25億円 △0.2％
その他事項経費 5兆1943億円 5兆5660億円（7.9） 3717億円 7.2％
経済危機･地域
活性化予備費 1兆円 8100億円（1.1） △1900億円 △19.0％
計（基礎的財政
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医療・介護 ～1.6兆円 ～2.3兆円 4兆円（1％強）
14兆円
（4％弱）


















































































































































































































































































































































































































2011 2015 2025 2055
高齢化率（65歳以上） 23.4％ 26.9％ 30.5％ 40.5％
後期高齢者比率（75歳以上） 11.6％ 13.1％ 18.2％ 26.5％
出典：国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口』（出生中位・死
亡中位）（2006年）
121（340）
3～5％程度引上げる必要がありそうである。
高齢化は2025年から2050年でさらに高まっていく。ヨーロッパや北欧
の消費税は15～25％なので引上げ余地はあるとも言えるが、別の選択も
ある。一つは消費税のみに頼らずに所得税の累進税率を元に戻したり、利
子や土地の譲渡益の分離課税をやめることで税収増を図ったり、相続税の
課税範囲をさらに広げたりする等他の税の引上げも併せて行う方法であ
る。もう一つは第3節の各分野の重点化・効率化策のうち検討課題にとど
まっていた事項を総動員し、給付を制限することである。いずれにしても、
2015年以降も政治や国民は厳しい選択を迫られることになると思われる。
第５節　おわりに
以上、まず社会保障・税一体改革の議論の前提として、日本が少子高齢
化の進行と財政赤字で改革を先送りし難い状況にあること、成長政策、埋
蔵金、予算の組替えでは限界があることを述べた。次に前自公政権の社会
保障国民会議案と社会保障・税一体改革案を比較し、どちらにおいても
2015年までに5％程度の消費税引上げに相当する国費増があることや各
分野ごとの社会保障の充実、効率化両面の改革案について概観した。さら
に、この社会保障・税一体改革案の実現のハードルとなる問題点として、
①国と地方の消費税財源をめぐる綱引きと、②増税等に対する政治のポ
ピュリスト的躊躇について指摘し、最後に2015年以降もこのままでは増
大する社会保障給付について、消費税等の増税か、社会保障給付の見直し
（おそらくはその両方）について政治と国民が難しい判断を迫られるであ
ろうことを指摘した。
今後とも社会保障と税のあり方について政治の動向を見守りつつ研究を
続けたい。
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